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<単位:千円>

1

2

3

4

5

実　施　計　画　　合　計 1,991,374

3)行政運営の公正の確保と透明性の向上

行政体制の整備と基盤強化 648,045 1)組織機構の活性化と人材育成の推進

官民協働による開かれた行政運営の推進 1)行政情報の積極的な提供と広聴機能の充実

民間委託の推進 2,800 1)指定管理者制度の導入 2,800

3)電子自治体の推進 9,872

財政基盤の強化 1,327,729 1)自主財源の確保 1,214,641

2)住民サービスの向上

太子町新行政改革大綱(第4次)実施計画期間中(平成 20～ 24年度)の効果見込額累計
大 項 目 中 項 目

事務事業の見直し 12,800 1)事務の改善と効率化 2,928

2)歳出の抑制

3)受益者負担の適正化

2)定員管理及び給与の適正化

2)公共サービス改革の推進

2)住民との協働によるまちづくりの推進

113,088

648,045

計 画 書 の 見 方

　◇　大項目・中項目は、「太子町新行政改革大綱（第4次）」に基づいています。

　◇　各取組項目は、原則、主管課で取り組みますが、「具体的な取組内容」欄に「関連課」が示されている項目については、主管課を中心に関連課
　　　と連携して取組を進めます。

　◇　年度別取組と効果見込
　　　1)「得られる効果」について
　　　　取組項目を実施する目的、及び実施により得られる効果を示しています。

　　　2)「取組計画」について
　　　　「実施」･･･取組項目の全部または一部の実施（ただし検討の結果、実施できない場合が含まれます）
　　　　「検討」･･･取組項目の実施の可否の検討期間、及び実施における準備期間

　　　3)「効果見込額」について
　　　　効果見込額の単位は「千円」としています。
　　　　基準年度(注①)と各年度の取組項目を実施した場合の比較により、算出しています。
　　　　「 - 」は、効果額が見込めないもの(注②)、算出不能なもの(注③)及び他の項目と重複するものを示しています。

　　　　　(注①)･･･原則、18年度決算額としています。
　　　　　(注②)･･･事務改善や住民サービスの向上等を主目的としており、歳入の向上や歳出の抑制を目的としていないもの。
　　　　　(注③)･･･取組の実施により効果額が発生すると予測されるが、計画策定時においては具体的な算出規準が把握できないもの。

　◇　計画の末尾に用語解説をつけています。



太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

実施計画 合計 46,438 230,106 508,328 562,490 644,012

1. 事務事業の見直し 大 項 目 計 3,560 2,840 3,560 2,840

1) 事務の改善と効率化 中 項 目 計 1,092 372 1,092 372

得られる効果 事務事業の改善・行政の透明性の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 事務の簡素化

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 事務引継の迅速化・的確な事務処理

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減・住民参加の促進

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減・効果的な事業の実施

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減・住民参加の促進

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 720 - 720 -

得られる効果 経費の削減・組織の合理化

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 372 372 372 372

さわやか健康課

8
消費生活モニターの見直
し

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込

産業経済課

事務処理マニュアルの見
直し

係単位で事務処理手順書を整理し、徴収マニュア
ル、本人確認マニュアル、押印運用マニュアルなど
新たに対応する項目等も含め、見直しを行う。

総務課

総務課

太子あすかふるさとまつり
の見直し

具体的な取組内容

条例等の一部改正の作業の簡素化を図るため、新
旧対照表方式にすることを検討する。

行政評価システムを導入し、設定した事業目標の
達成度や費用対効果に対して客観的な評価を行
い、事務事業の効率化を図る。

番号 取組項目 主管課

2 条例等改正方法の合理化

企画政策課1 行政評価の実施

3

太子あすかふるさとまつりの実施の有無も含めて検
討し、実施する場合は事業の趣旨を踏まえ、事業
主体、内容等を精査し、効果的、効率的な運営を
図る。

5

町民体育館6 町民体育大会の見直し
町民体育大会の実施の有無も含めて検討し、実施
する場合は、事業の趣旨を踏まえ、事業主体、内容
等を精査し、効果的、効率的な運営を図る。

4

敬老会の見直し
敬老会の実施の有無も含めて検討し、実施する場
合は、事業の趣旨を踏まえ、事業主体、内容等を
精査し、効果的、効率的な運営を図る。

消費生活モニターのあり方について、廃止も含めて
検討する。

生活環境課

生活環境課7 町消防操法大会の見直し
町消防操法大会の実施の有無も含めて検討し、実
施する場合は、事業の趣旨を踏まえ、事業主体、内
容等を精査し、効果的、効率的な運営を図る。

1



太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

得られる効果 嘱託事務の合理化

取 組 計 画 検討 検討 検討 検討 検討

効果見込額 - - - - -

得られる効果 効果的な事業の実施・事務の簡素化

取 組 計 画 検討 検討 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 情報伝達の迅速化

取 組 計 画 検討 検討 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 情報伝達の迅速化・情報の共有化

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 作業能率の向上

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 入札制度の透明性と公平性の向上・事務の効率化

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

2) 住民サービスの向上 中 項 目 計

得られる効果 住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 検討 検討 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

入札制度の透明性､公平性等を踏まえ、電子入札
を含めた入札方法の検討を継続的に行い、改善を
図る｡

財政課

16 来庁者への利便性の向上
庁舎内サイン（案内看板等）を改善するとともに、総
合受付窓口の設置を検討する。
［関連課：町民課］

総務課

14 入札制度の改善

9 嘱託事務の見直し

12

全世帯を対象とする町からの嘱託業務について、
自治会長への窓口一本化を検討する。

企画政策課

11
携帯電話使い分けサービ
スの検討

災害時の消防防災担当者における「携帯電話使い
分けサービス」の導入を検討する。

生活環境課

10
英語指導助手派遣事業の
見直し

自治体国際化協会からの斡旋により派遣されてい
る英語指導助手を、民間からの人材派遣へ変更す
ることを検討する。

管理課

職員に対する情報伝達の
迅速化

災害時における、全職員への情報伝達を更に迅速
化する方法として、メールの一斉配信の導入を検討
する。

総務課

13 職員作業服の見直し 職員の作業服の貸与について検討する。総務課

17
公共施設における提出書
類等の受付

各公共施設における、役場庁舎への提出書類や図
書館図書の返却の受付を検討する。
［関連課：さわやか健康課、社会教育課、中央公民
館、町民体育館、図書館、文化会館、歴史資料館］

総務課

15 窓口業務の改善

異動の多い3･4月における休日の部分開庁や、住
民票等の多様な発行方法について検討する。
［関連課：企画政策課、総務課、税務課、社会福祉
課、管理課］

町民課
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太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

得られる効果 住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 検討 検討 検討 検討 検討

効果見込額 - - - - -

得られる効果 子育て支援の充実

取 組 計 画 検討 検討 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 子育てネットワークの確立・父親の子育て参加・地域の子育て力の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

3) 電子自治体の推進 中 項 目 計 2,468 2,468 2,468 2,468

得られる効果 住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 検討 検討 検討 検討 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 事務の効率化

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 2,468 2,468 2,468 2,468

得られる効果 事務の効率化・データ管理の一元化・情報の共有化

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 事務の効率化・住民サービスと利便性の向上

取 組 計 画 検討 検討 検討 実施 実施

効果見込額 - - - - -

26 図書館の電子化
貸出、返却システム、蔵書のデータ化、利用者端末
の設置等のＩＴ化を推進する。

図書館

22
子育て学習センターの充
実

子育て等の相談と援助、情報提供や父親、地域住
民の参加できる講習会等の実施により充実を図る。

社会福祉課

18 手数料の支払窓口の拡大
町民課及び税務課窓口での証明手数料の収納を
検討する。
［関連課：税務課、町民課］

会計課

19 公共料金支払窓口の充実
コンビニ収納やクレジットカード収納による公共料金
支払窓口の充実を検討する。
〔関連課：さわやか健康課、上下水道事業所〕

税務課

20 庁舎機能の改善
役場庁舎の建設に併せ、ワンストップサービスの実
現に向けて検討を進める。

企画政策課

21
ファミリーサポートセンター
の設置

ボランティア登録制等によるファミリーサポートセン
ターの設置を検討する。

社会福祉課

電子自治体の推進
電子申請、証明書等の交付申請、電子入札等の導
入や電子決裁､施設予約の電子化を検討するととも
に､行政情報の提供を充実する。

企画政策課

24 会議録の電子化
会議録の公表までの時間短縮を図るため、音声認
識による会議録システムの導入を検討する。

企画政策課

23

25 地図情報システムの活用
地図情報システムの総合的な活用について検討す
る｡

企画政策課
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太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

2. 財政基盤の強化 大 項 目 計 11,739 157,747 377,739 386,081 394,423

1) 自主財源の確保 中 項 目 計 11,739 129,475 349,467 357,809 366,151

得られる効果 財源の確保・管理コストの縮減・財産の有効活用

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 67,000 - - -

得られる効果 財源の確保

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 41,064 41,064 41,064 41,064

得られる効果 財源の確保

取 組 計 画 検討 検討 実施 実施 実施

効果見込額 - - 276,670 276,670 276,670

得られる効果 財源の確保

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 財源の確保

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 330 1,310 1,310 1,310

得られる効果 負担の公平と財源の確保

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 8,342 16,684 25,026 33,368 41,710

得られる効果 負担の公平と財源の確保

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 2,000 3,000 4,000 4,000 4,000

得られる効果 負担の公平と財源の確保

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 890 890 890 890 890

29 都市計画税等の導入 財政課

都市計画税の導入をはじめ、固定資産税の超過課
税の適用など、施策展開に対応した新たな財源の
確保を検討する。
〔関連課：税務課、街づくり課、上下水道事業所〕

27 町有財産の有効活用
遊休土地の有効活用や売却、有償貸付について
検討する。

財政課

30
国民健康保険税率の見直
し

医療制度改革及び保険給付費の動向により、国民
健康保険税率の見直しを検討する｡

町民課

31 広告収入の導入
広告掲載企業の基準を設け、広報紙やホームペー
ジ、封筒等に有料広告の掲載を検討する。
［関連課：総務課（封筒全般）、町民課（窓口封筒）］

企画政策課

33
水道料金と下水道使用料
の滞納金の整理強化

毎年度の徴収率の目標を定め、滞納額の減少に努
める。

上下水道事業所

34
保育料の滞納金の整理強
化

毎年度の徴収率の目標を定め、滞納額の減少に努
める。

社会福祉課

法人均等割､法人税割に制限税率の適用を検討す
る｡
〔関連課：税務課〕

税務課
毎年度の徴収率の目標を定め、滞納額の減少に努
める。

32 町税の滞納金の整理強化

28 財政課
法人町民税の制限税率の
適用

4



太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

得られる効果 負担の公平と財源の確保

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 507 507 507 507 507

2) 歳出の抑制 中 項 目 計

得られる効果 効率的な財政運営・説明責任の向上

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 財源の抑制

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減

取 組 計 画 検討 検討 検討 実施 実施

効果見込額 - - - - -

3) 受益者負担の適正化 中 項 目 計 28,272 28,272 28,272 28,272

得られる効果 負担と受益の適正化

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 負担と受益の適正化

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

国県の補助等が終了し一般財源化した事業及び
町単独扶助費について見直しを行う。

財政課

バランスシートや行政コスト計算書、資金収支計算
書、純資産変動計算書の4表を作成し、広報等を通
じて公表するとともに、効果的・効率的な行政経営
に活用する。

財政課

37 単独事業の見直し

36 財政状況の公表

38 投資的事業の抑制 総合計画の事業計画を随時見直す。企画政策課

35
介護保険料の滞納金の整
理強化

毎年度の徴収率の目標を定め、滞納額の減少に努
める。

さわやか健康課

40 安価な購入方法の検討
現金購入など、安価に購入できる方法を検討すると
ともに、プリペイドカードや法人クレジットカードによ
る支払い方法を検討する。

財政課

41
使用料・手数料等の適正
化

すべての使用料･手数料等について、受益者負担
の適正化の観点から見直しを行う｡

財政課

42 保育料の見直し
国の基準及び周辺市町との均衡も考慮し、定期的
に保育料の見直しを検討する。

社会福祉課

すべての補助金等の公益性､行政効果について検
証し、サンセット方式により見直しを行う｡

財政課補助金等の見直し39
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太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

得られる効果 負担と受益の適正化

取 組 計 画 検討 検討 検討 検討 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 負担と受益の適正化

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 28,272 28,272 28,272 28,272

得られる効果 負担と受益の適正化

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 ごみの減量化・リサイクルの推進・負担と受益の適正化

取 組 計 画 検討 検討 検討 検討 検討

効果見込額 - - - - -

3. 民間委託の推進 大 項 目 計 700 700 700 700

1) 指定管理者制度の導入 中 項 目 計 700 700 700 700

得られる効果 栄養指導と管理の充実・食育の推進

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

44 下水道使用料の見直し
適正な受益者負担となるよう定期的に、下水道使用
料の見直しを検討する。

上下水道事業所

43 水道料金の見直し
適正な受益者負担となるよう定期的に、水道料金の
見直しを検討する。

上下水道事業所

46 家庭ごみの有料化
ごみの減量化、リサイクルの推進及び負担の公平
性を図るため、家庭ごみの有料化を検討する。

生活環境課

45
各種健診個人負担金の見
直し

適正な受益者負担となるよう定期的に、住民健診の
個人負担金の見直しを検討する。
〔関連課：町民課〕

さわやか健康課

給食センターの業務の民間委託している業務の点
検を行い､さらに業務の民間委託を推進する｡

給食センタ-

49 地区公民館(4館)の委託
地区公民館(4館)の指定管理者制度の導入を検討
するとともに、民間委託している業務の点検を行い､
さらに業務の民間委託を推進する｡

中央公民館

中央公民館48 中央公民館の委託
中央公民館の指定管理者制度の導入を検討すると
ともに、民間委託している業務の点検を行い､さらに
業務の民間委託を推進する｡

50 町民体育館の委託
町民体育館の指定管理者制度の導入を検討すると
ともに、民間委託している業務の点検を行い､さらに
業務の民間委託を推進する｡

町民体育館

47 給食センターの業務委託
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太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 事務の効率化・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 経費の削減・地域への愛着心の向上

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 700 700 700 700

2) 公共サービス改革の推進 中 項 目 計

得られる効果 住民サービスの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 検討 検討 検討 検討

効果見込額 - - - - -

4. 官民協働による開かれた行政運営の推進 大 項 目 計

1) 行政情報の積極的な提供と広聴機能の充実 中 項 目 計

得られる効果 広報広聴機能の充実

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

図書館の指定管理者制度の導入を検討するととも
に、民間委託している業務の点検を行い､さらに業
務の民間委託を推進する｡

図書館

陸上競技場・テニスコート
の委託

歴史資料館の指定管理者制度の導入を検討すると
ともに、民間委託している業務の点検を行い､さらに
業務の民間委託を推進する｡

歴史資料館

水道事業所の指定管理者制度の導入を検討すると
ともに、民間委託している業務の点検を行い､さらに
業務の民間委託を推進する｡

上下水道事業所

都市公園の日常管理について近隣自治会への委
託を検討する。

出前講座の充実58 企画政策課

街づくり課

企画政策課

56

公共サービス改革法（市場化テスト法）の対象事業
について研究する。

都市公園の管理委託

住民ニーズに対応したメニューの構成について随
時検討を進め、出前講座の充実を図る。

文化会館の指定管理者制度の導入を検討するとと
もに、民間委託している業務の点検を行い､さらに
業務の民間委託を推進する｡

55

51

文化会館53 文化会館の委託

陸上競技場･テニスコートの指定管理者制度の導入
を検討するとともに、民間委託している業務の点検
を行い､さらに業務の民間委託を推進する｡

町民体育館

水道事業所の委託

54 歴史資料館の委託

52 図書館の委託

57 市場化テストの導入
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太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

得られる効果 広報機能の充実

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 広聴機能の充実

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民の参画と協働の機運の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民の参画・広聴機能の充実

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

2) 住民との協働によるまちづくりの推進 中 項 目 計

得られる効果 ボランティア活動の活性化・協働意識の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 児童の安全の確保・ボランティア活動の活性化・協働意識の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 生涯学習の活性化・ボランティア活動の活性化・協働意識の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 ボランティア活動の活性化・協働意識の向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 住民の参画と協働の推進

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

67
行政パートナー制度の導
入

行政と住民の※ 協働 を実現させるため、住民が行
政の業務の一部にボランティアとして従事できる行
政パートナー制度の導入を検討する。

企画政策課

生涯学習ボランティア活
動の推進

町政懇話会の対象者、回数等について、充実を図
る。

企画政策課

住民ニーズの把握と行政評価の観点から、定期的
にアンケート調査等を実施する。

企画政策課

文化会館自主事業におけるボランティア（あすか
ホールサポート倶楽部）による活動を推進するととも
に、人材の確保･育成に努める｡

文化会館

生涯学習ボランティアの人材登録や人材活用を図
り、生涯学習を推進する。

サポートの必要な児童について、学校支援ボラン
ティアによる見守り活動などの介助的な支援を推進
するとともに、研修やミーティングの実施により人材
の確保・育成に努める｡

66

企画政策課

社会教育課

管理課64

65

学校支援ボランティア活
動の推進

社会福祉課63
子育てボランティア活動の
推進

子育て学習センターの運営について、ボランティア
による維持・管理を推進する。

59 ホームページの充実
ホームページの内容を随時改善し、積極的に行政
の最新情報を提供する。

広報、ホームページ等を通して案件を周知し、広く
住民からの意見を施策へ反映する。

企画政策課

62

イベントボランティア活動
の推進

60 懇話会の充実

町民の意識調査の実施

61
パブリックコメント制度の推
進
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太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

得られる効果 地域コミュニティの向上・経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

3) 行政運営の公正の確保と透明性の向上 中 項 目 計

得られる効果 事務の適正化

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

5. 行政体制の整備と基盤強化 大 項 目 計 34,699 68,099 127,049 172,149 246,049

1) 組織機構の活性化と人材育成の推進 中 項 目 計

得られる効果 住民サ-ビスの向上・事務の効率化

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 公共施設の耐震化の促進・住民サービスの向上

取 組 計 画 検討 検討 検討 検討 検討

効果見込額 - - - - -

得られる効果 職員の資質向上・職員の意識改革

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 有能、経験豊富な人材の確保・住民サービスの向上

取 組 計 画 検討 検討 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 職場の活性化・経費の削減・住民サービスの向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 職員の職務意欲の向上・住民サービスの向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

68
アダプトプログラム（里親
制度）の導入

総務課

70 定期的な組織の見直し

69

道路・公園の清掃や植栽、草花の植え替えを実施
する団体に対し、アダプトプログラムの導入を検討
する。

街づくり課

時代に即した簡素で効率的な組織・機構づくりを行
う。

総務課

行政手続制度の活用
行政手続制度に基づく､標準処理期間を定めた審
査基準の整備を図る。

街づくり課

72 人材育成計画の見直し
求められる職員像を明らかにし、人事制度全般(人
事評価制度・研修計画・人事異動・専門職選択等)
を人材育成計画に取り入れる。

総務課

71 体育施設の整理統合
町民体育館を総合公園内に移転し、総合体育施設
ゾーンを形成することにより、効率的な運営を図る。
［関連課：財政課、町民体育館］

74 職員提案制度の活性化
個人提案に加え、所属課からの提案及び匿名提案
を検討し、事務改善や職場改善を進める。

総務課

73 職員採用方法の見直し
有能な人材を確保するため､試験方法･採用基準の
見直しを行うとともに民間企業等の経験者の採用も
検討する。

総務課

75 人事評価制度の導入
職員の能力向上等、人材の育成を主目的とした人
事評価制度を導入する。

総務課
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太子町新行政改革大綱（第4次）実施計画（案） （単位：千円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

年 度 別 取 組 と 効 果 見 込
具体的な取組内容番号 取組項目 主管課

2) 定員管理及び給与の適正化 中 項 目 計 34,699 68,099 127,049 172,149 246,049

得られる効果 経費の削減

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 33,700 66,300 125,250 170,350 244,250

得られる効果 経費の削減・住民サービスの向上

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 適正な報酬と給与水準の維持

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 組織の活性化・人事の刷新

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - - - - -

得られる効果 職員の健康増進・経費の削減

取 組 計 画 実施 実施 実施 実施 実施

効果見込額 999 999 999 999 999

得られる効果 経費の削減

取 組 計 画 検討 実施 実施 実施 実施

効果見込額 - 800 800 800 800

76 職員数の見直し

効率的な組織運営や民間委託の推進を図り、平成
17年作成の定員管理計画に基づき、平成19年4月
現在で199名の職員数を平成26年4月時点で187名
まで削減する。

総務課

81 旅費の見直し 旅費の支給基準について見直しを行う。総務課

80 時間外勤務の削減
課内での事務応援の徹底や振替制度の活用によ
り、職員の健康管理の増進と手当の削減を図る。

総務課

79
職員の昇任･降任申出制
度の導入

職員の昇任・降任の申し出ができる制度の導入に
ついて検討する。

総務課

78
特別職、一般職給与の適
正化

特別職報酬の定期的な見直しを行うとともに､一般
職給与について国家公務員給与との整合を図る。

総務課

77
嘱託職員、アルバイト職員
の効果的な活用

民間委託との費用対効果、専門職員登用を考慮
し、嘱託職員、アルバイト職員、任期付短時間勤務
職員の積極的な任用や効果的な活用について検
討する。

総務課
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太子町新行政改革大綱(第4次)実施計画中の用語解説

用 語 用 語 の 解 説

アダプトプログラム
　ボランティアとなる町民が里親となって、道路、公園等を自らの養子とみなし、定期的に清掃・美化などを行い、行政側がボラン
ティア保険への加入や清掃道具の提供をするなど、ボランティア活動のサポートを行う制度。

行政コスト計算書
　人件費や委託費など、資産形成につながらない当該年度の行政サービス提供のために使われた支出と収入を対比したもの(どのよう
なサービスにどれだけのコストがかかっているかなど，行政コストの内容自体の分析を目的として作成される)。

行政手続制度
　行政が様々な申請に対しての許認可や行政指導を行う場合の手順。また、行政手続法や行政手続条例により定められている許認可や
行政処分等で申請者によって不公平な取扱が生じないよう共通のルールを定めたもの。

行政パートナー制度
　自分の持つ知識・経験・時間などを活かし、行政の事業やイベントに参加・協力したり、事業や業務を担ったりするなど、住民団体
や個人が行政とともにまちづくりに取り組むことで、①「本来、行政が担う役割を住民団体等によるボランティアが行うもの」や②
「協働事業の企画・調整を行政から委嘱されたボランティアが行うもの」などがある。

行政評価システム
　政策・施策・事務事業のそれぞれにおいて、行政活動を実施した結果、本来目指していた目的に対して、どれだけの成果が上がった
のかを客観的に把握･評価し、その結果を次年度以降に反映させていく仕組み。

(官民)協働
　住民等と行政が相互の特性を認識し、尊重し合い、相互の資源を出し合い対等の立場で共通する目的の実現に向け、協力・協調し活
動すること。

クレジットカード収納 　税等の町公金を、登録されたクレジットカードから納期ごとに継続的に収納できる制度。

コンビニ収納
　税等の町公金を、24時間営業も行われているコンビニエンスストアで収納できる制度（従来の金融機関など限られた収納窓口を拡大
し、納付者の利便性を高めるもの）。

サンセット方式
　事業の実施や補助金の支給などについて終期を定めておくこと。ある一定期間を経過した場合に、自動的に終了させることを示す場
合もある。計画の見直しや終了に強制力を持たせる方法の一つ。

資金収支計算書
　歳出をその性質に応じて｢経常的支出｣｢公共資産形成収支｣｢投資・財務的収支｣の3つに区分し、それに対応する財源を収入として表
示したもの(歳入・歳出の実態を反映したもの）。

市場化テスト
　これまで「官」が独占してきた「公共サービス」について、「官」と「民」が対等な立場で競争入札に参加し、価格・質の両面で最
も優れた者が、そのサービスの提供を担っていくという制度。

指定管理者制度
　従来、公共施設の管理を公共的団体等に限定していた｢管理委託｣に代わり、議会の議決を経て指定される｢指定管理者｣に管理を委任
する制度（民間業者の参入も可）。

純資産変動計算書
　税収や補助金相当額の減価償却等による期首から期末への純資産の増減の動きを明示するため新設された財務書類です。純資産を構
成する一般財源等に加え、国･県支出金についても要因別に変動が分かるようになります。
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太子町新行政改革大綱(第4次)実施計画中の用語解説

用 語 用 語 の 解 説

新旧対照表方式
　条例･規則等の改正方法として、改正部分のみを記述する｢一部改正方式｣に対し、改正箇所を改正前後で比較する｢新旧対照表｣を改
正条文とすること。

人事評価制度
　職員の勤務の実績並びに執務に関連して見られた職員の性格・能力及び適性を記録して、これを職員の指導監督の有効指針とすると
ともに、人事異動その他、人事行政運営上の公正な基礎資料として活用し、職員の能率の発揮及び増進を図るもの。

超過課税
　標準税率を超える税率で課税することで、財政上の特別な必要がある場合に認められる（標準税率＝自治体が、通常採用する税率と
して法律で定められているもの）。

電子自治体
　高度に電子化された住民サービス・業務システムを、インターネット等を利用したオンラインで住民に提供できるシステム、自治体
（オンライン申請等が可能になる）。

電子入札 　建設工事の発注見通しの公表、入札公告、入札の実施を、インターネットを介して行うこと。

都市計画税
　都市計画事業(道路･公園事業など)または土地区画整理事業に要する費用に充てることを目的として課税されるもの(課税対象とされ
る資産は、市街化区域内に所在する土地及び家屋)。

任期付短時間勤務職員 　一定期間内に業務量の増加が認められる場合等に限り、1年を超え3年を超えない任期で採用され、短時間勤務を行う職員。

パブリックコメント制度
　行政が施策・制度等を決定する際に、住民の意見を聞いて、それを考慮しながら最終決定を行う仕組みのことで、住民の多様な意
見・情報を把握するとともに、それらを考慮して意思決定を行うこと。

バランスシート
　財務諸表の一つで貸借対照表のこと（略称B/S）。ある一定時点における資産、負債、資本の状態を表すために複式簿記と呼ばれる
手法により作成される。

ファミリーサポートセン
ター

　育児の援助を受けたい人と援助を行いたい人が会員となり、育児を助け合うもので、ファミリーサポートセンターが仲介する。

扶助費
　社会保障制度の一環として、老人福祉法などの各種法令に基づいて支払われる経費、及び地方公共団体が単独で行っている扶助の経
費のこと。

プリペイドカード
　ある特定の商品（サービスを含む）の購入代金支払いの際に利用するための、一定金額の価値を有するカード型の有価証券（金
券）。「プリカ」などと略すことが多い。

ワンストップサービス 　一つの窓口で、一度の手続きにより、関連する必要な全ての手続を完了できるようにするサービス。
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